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平成 29 年度行政評価結果の概要 

 

１．行政評価制度の概要 

 

 行政評価制度は、市が実施する事務事業を対象として、毎年 1回、評価結果の検証を

行い、市の限られた経営資源（人、もの、金）の中で、より効率的・効果的な事務事業

の執行を図るとともに、総合計画の施策目標達成のための「事業の選択と集中」のため

の資料とするものです。 

 行政評価制度を導入する目的として、①職員自ら課題を見つけ改革・改善を行う職場

の意識改革を図り、②限られた経営資源（人、もの、金）の中で、事業の選択と集中の

ための資料として活用し、③市が行う行政活動について、なぜこの事業を行い（目的・

目標）、どのような成果をあげたのか市民に説明するための 3点があります。 

長門市が導入する行政評価制度は、「長門市 

総合計画の都市将来像を達成するために掲げ 

られた具体施策及びその目的を達成するため 

の具体的手段＝事務事業について、目的と目 

標を明確にし、一定の基準、指標をもって検 

証することで、成果を重視した行政運営を実 

現する」ための仕組みと定義しています。 

市では、他の自治体で行われている外部によ 

る「事業仕分け」は行わず、平成 19 年度から 

実施している「行政評価」制度の実効性を向上 

させるとともに、庁内全部署でＰＤＣＡサイクル 

（マネジメントサイクル）を浸透させ、事業を実施している職員自ら課題を見つけ、改

革・改善を行うように職場の意識改革を図り、行政の無駄をなくしていきます。 

 

【ＰＤＣＡサイクルのイメージ】 
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事業は、計画（Plan）を実行（Do）し、 

検証（Check）に基づき改善（Action）を 

行うサイクルで毎年繰り返されています。 

この中で、行政評価制度は検証（Check） 

の部分を行う仕組みです。 

事務事業の必要性、効率性、有効性などに

ついて評価・検証を行います。 
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２．評価の実施方法 

 

○事務事業評価 

長門市総合計画に掲げられた具体施策を達成する手段である事務事業について、その

目的と目標を明確にし、成果を検証し改善を行うことで、次の計画や予算に反映するた

めに行います。 

今年度も評価の対象を総合計画実施計画に掲載された事業（予算編成の単位である

細々目単位）とし、事業を担当する職員が必要性、有効性、効率性の評価（自己評価）

を行い、所属長（課長級）が総合評価、具体施策内優先度の評価を行いました。 

また、事務事業評価における「成果と課題」については、「主要な施策の成果報告書」

にて公表しています。 
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平成 29年度の実施経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［全 庁］ 

事務事業評価の実施 

［経営改革室］ 

集約・調整 

結果概要の公表 

① 評価内容の確認 

② 関係所属部署との調整 

［全庁］次年度予算要求（評価結果を反映） 

① 各担当者が必要性、有効性、効率性に

ついて評価 

② 所属長が総合評価 

最終評価内容を検討 
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３．評価結果の概要 

（１）評価件数等 

評価については、53 施策の中で、平成 28 年度総合計画実施計画掲載事業のうち、評

価が可能な 221 事業について評価を行いました。 

なお、決算額ベースでは 165 億 7,812 万 6 千円となります。 

○ 評価件数及び事業費     

事業 施策数 事務事業件数 事業費（H28 決算額）（千円） 

総合計画実施計画掲載事業 53 221 16,578,126 

 

（２）事務事業評価結果の検証 

 今回、各部署で 221の事務事業について評価を実施し、事業計画（PLAN）に基づき

実行（DO）された各事務事業の活動及び成果から、担当部署において「必要性（妥当

性）」、「有効性」、「効率性」という３つの視点から各事務事業の検証（CHECK）を行

いました。その検証結果は以下のとおりです。 

 

①必要性評価 

■評価の視点 

 事務事業の目的が「市の政策や施策に結びついているか」、「市が行う必要があるか」 

 全体的には、必要性が「高い」または「やや高い」と評価された事務事業は 209 事

業で全体の約 95％を占め、ほとんどの事務事業が市の政策や施策に結びついており、

市が行う必要があるという評価です。 

 この必要性評価で「低い」または「やや低い」と評価された事務事業は、事業そのも

のの目的と意義、行政が関与すべきかどうかの検証を行い、場合によっては、事業の廃

止または再構築を図る必要があります。 
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②有効性評価 

■評価の視点 

 総合計画における施策や各事務事業の目的を実現するために、事務事業の内容および

実施方法等が有効であるか。 

  

 全体的に見ると、有効性が「高い」または「やや高い」と評価された事務事業は 183

事業で約 86％、「普通」と評価したものは 27事業で約 13％でした。約 9割近くの事務

事業の内容および実施方法等が総合計画における施策や各事務事業の目的を実現する

ために有効であるという評価ですが、前述の必要性評価と比較して高評価の割合が減少

していることから、「何が原因で成果があがっていないのか」、「成果向上の余地がある

か」の検証を行い、事務事業の実施方法の見直し、他の同じ目的を持つ事務事業との統

合などによる改善が必要であると考えられます。 
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③効率性評価 

■評価の視点 

 総合計画における具体施策や各事務事業の目的を実現するために、コストや手段・方

法が効率的であるか。 

全体的に見ると、効率性が「高い」または「やや高い」と評価された事務事業は 86

事業で約 41％、「普通」と評価したものは 115事業で約 54％、「低い」または「やや低

い」と評価したものは 11事業で約 5％でした。 

前述の必要性評価、効率性評価と比較すると相対的に評価が低くなっていることから、

各事務事業の必要性や有効性は高いが、効率性においては改善の余地があるという状況

です。 

これらについては、成果を低下させずにコストを削減できないか、どこにコスト増大

要因があるかの検証を行い、事務事業の実施手段・方法を改善する必要があります。 
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④総合評価 

 前述の３つの視点から検証した結果を踏まえ、今後の事務事業の方向性を含めて、事

務事業を所管する課長が総合評価しました。その評価（総合評価、具体施策内優先度）

結果について、総合計画基本目標別に取りまとめたものが次表です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合評価では、全体では「拡充」・「継続」と評価された事業の割合が 90.7％で前年

度より増加しているが、「完了」と評価された事務事業の割合が減少しています。 

しかし、総合評価では「拡充」・「継続」と評価されても、前述のとおり有効性や効率

性において改善の余地が多いことから、事業の内容や実施方法を見直すことで、施策あ

るいは事務事業の成果を高めていくことが必要です。 

 

 

  

総合計画基本目標別評価（総合評価）

H27年度 2 3.5% 48 84.2% 0 0.0% 1 1.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 6 10.5% 0 0.0%

H28年度 3 6.8% 38 86.4% 0 0.0% 1 2.3% 1 2.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 2.3% 0 0.0%

H27年度 6 9.7% 45 72.6% 0 0.0% 4 6.5% 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0% 6 9.7% 0 0.0%

H28年度 7 11.7% 45 75.0% 0 0.0% 3 5.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5 8.3% 0 0.0%

H27年度 2 2.9% 59 85.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.4% 7 10.1% 0 0.0%

H28年度 2 2.9% 63 91.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.4% 0 0.0% 1 1.4% 2 2.9% 0 0.0%

H27年度 3 7.1% 29 69.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 2.4% 2 4.8% 0 0.0% 7 16.7% 0 0.0%

H28年度 2 7.4% 21 77.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 3.7% 0 0.0% 3 11.1% 0 0.0%

H27年度 2 10.0% 16 80.0% 1 5.0% 0 0.0% 1 5.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

H28年度 2 12.5% 13 81.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 6.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
H27年度 15 6.0% 197 78.8% 1 0.4% 5 2.0% 3 1.2% 2 0.8% 1 0.4% 26 10.4% 0 0.0%
H28年度 16 7.4% 180 83.3% 0 0.0% 4 1.9% 3 1.4% 1 0.5% 1 0.5% 11 5.1% 0 0.0%

３生きがいと笑顔があふれるまち

継続
見直し（事務
改善）

５みんなで創り、自分発信するまち

合　計

４個性豊かに人が輝くまち

その他

１自然と人が安らぐ安全なまち

２６次産業が栄えるまち

　　　　　　　　　　　　　　　　　　           総合評価
基本目標

拡充（段階的な
場合も含む）

休止・廃
止（段階
的な場合
も含む）

見直し（将
来的な方
向性）

見直し（事
業の内
容）

縮小（段
階的な場
合も含む）

完了

（単位：件、％）
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⑤今後の事務事業評価の方向性 

上記の総合評価によると、ほとんどの事務事業が「拡充」・「継続」と評価されたこと

になりますが、これらの事務事業には、次のような内容が含まれています。 

まず、「必要性・有効性・効率性のいずれかにおいて『低い』または『やや低い』の

評価がある」場合と、「工夫次第で改善できる余地がある」場合があります。 

また、目標の達成度が「高い」または「やや高い」と評価された場合は、個別の事務

事業の目的は達成されたことになり、場合によっては、もうそれ以上取り組む必要がな

く使命が終わったことにもなります。 

 これらのことからも重要なことは、安易に「継続」するのではなく、事務事業の目的

を理解し、目的を達成するために必要な改善策を見つけようとする柔軟性です。 

また、評価から得られた成果と課題については、評価結果を検証し、次年度以降にお

ける改善や事業の方向性の検討を行った上で、それをさらに実践・検証していくことが

求められます。 

 

事務事業評価の仕組み 
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必要性 

・事業実施の必要があるか 

・行政が関与する必要があるか 

・行政が主体となる必要があるか 

 

事業の廃止または見直し 

  

有効性 

・施策に対して成果が有効か 

・成果目標の達成度はどうか 

・成果向上の余地があるか 

 

成果向上に向けた改革 

  

効率性 

・コストに対する成果が効率的か 

・受益者の負担は妥当か 

・事務改善の余地があるか 

 

コスト削減に向けた改善 
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４．今後の課題及び改善 

これまでの評価結果を踏まえ、今後の課題及び改善策としては以下のような点が考え

られます。 

（１）ＰＤＣＡサイクルの確立 

行政経営には、ＰＤＣＡの仕組みを導入することにより、総合計画や予算（Plan）に

基づき事業を実施し（Do）、行政評価の結果を検証し（Check）、改革・改善を行い（Action）、

再び総合計画や予算（Plan）に結びつけることが必要です。 

しかし、行政評価シートを作成することが目的化としていることも見受けられるため、

更なるＰＤＣＡサイクルの意識付けや徹底が必要となります。 

そのことにより、業務全般について、常にＰＤＣＡサイクルにより検証し、改善等を

行うことで、結果として、市民サービスの向上につながるものと考えられます。 

 

（２）第２次長門市総合計画に基づく評価制度の確立 

評価の対象を総合計画実施計画に掲載された事業（予算編成の単位である細々目単位）

に統一することで、行政評価に対する新たな負担を避けながら、内容を充実することと

しています。 

しかし、担当部署における評価シートの作成は、担当部署への意識付けとして効果的

な面がある一方で、評価だけで終わり評価後の予算反映状況が判りづらいなど、的確に

予算に反映させるための仕組みが不足している一面があります。 

 ついては、引き続き既存のシステムを最大限に活用・改善しながら、本市に合った効

果的かつ効率的な評価制度を構築していく必要があります。 

 


